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本日の検討事項

1

①県の「今後の取組（案）」について

②次回の外国人医療推進検討会議の開催について（今後の会
議で特に協議が必要な事項について）



これまでの検討を踏まえた課題整理

2

①日本の医療システムや、習慣を知る機会が少なく、トラブルにつながっている
②外国人患者を受入可能な医療機関の情報をより充実・容易に検索可能にすべき
③医療機関にかかる前に、医療の相談ができる体制があるとよい

外国人

①外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関の質の確保も必要（研修等の実施で向上）

②外国人患者を受け入れた際の個別問題（主に未収金や言語等）を相談できる環境の整備
や、好事例集等によって情報を得ることで解決につなげられないか

医療
機関

ワンストップ窓口は外国人や医療機関の需要に対応した事業内容であるべきその他

令和２、３年度に開催した会議において、外国人患者受入に係る医療体制につい
て、ご議論いただきました。

主な課題・ご意見



【外国人患者】今後の取組①
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①日本の医療システムや、習慣を知る機会が少なく、トラブルにつな
がっている

外国人支援のための既存サイトを令和3年10月に医療機関に周知

（多言語支援センターかながわ、外国人生活支援ポータルサイト）

定期的に周知していくことが必要

市町村を介した周知が有効ではないか

課題

これまでの取組状況

今後の取組（案）

（案）

毎年度、市町村に既存サイト等の
周知を依頼する



（参考）令和3年10月に医療機関に周知した際に用いたチラシ
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【外国人患者】今後の取組②
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②外国人患者を受入可能な医療機関の情報をより充実・容易に
検索可能にすべき

県ホームページで公開している『訪日外国人旅行者等に対
する医療の提供体制（県内医療機関一覧）』（以下「一覧」と
いう）を充実化

課題

これまでの取組状況

今後の取組（案）

追加事項：医療通訳者の有無、医療通訳者の通訳レベル、予約要否 等

外国人向け

多言語に対応した医療機関検
索が可能な日本政府観光局
サイト「日本を安心して旅して
いただくために」を紹介してい
く

支援者向け

引き続き、一覧を県ホーム
ページに掲載し、医療機関の
検索に役立てていく



（参考）県ホームページで公開している『訪日外国人旅行者等
に対する医療の提供体制（県内医療機関一覧）』（一部抜粋）
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（参考）日本政府観光局サイト「日本を安心して旅していただ
くために」
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【外国人患者】今後の取組③
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医療機関にかかる前に、医療の相談ができる体
制があるとよい

※後述する「ワンストップ窓口設置」にて併せて議論

課題



【医療機関】今後の取組①
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①外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関の質の確保も必
要（研修等の実施で向上）

かながわ国際交流財団や、厚生労働省等が実施している研
修を、外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関へ周知

今後も、各団体等が実施する研修への参加を呼び掛ける。

併せて、研修のアーカイブ動画が見れるサイト等も周知の機会
があるたび、案内していくこととする。

課題

これまでの取組状況

今後の取組（案）



（参考）かながわ国際交流財団で実施した医療関係者向け研修
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令和３年度

４月 多文化対応力向上講座 母子保健・子育て支援者向け研修

12月 多文化対応力向上講座 医療関係者向け「やさしい日本語講座」

３月 外国人住民母子保健・子育て支援フォーラム「母子手帳交付から始まる外国人支援～行政・病院・地域がつな
がるからできること～」

令和４年度

８月 多文化対応力向上講座 自治体母子保健担当職員向け研修～外国人妊婦さんに「やさしい日本語」で母子手
帳交付していますか？

11月 多文化対応力向上講座 医療関係者向け「やさしい日本語講座」

令和５年度

７月 医療関係者向け多文化対応力向上講座

９月 自治体母子保健担当職員向け多文化対応力向上講座 母子手帳交付から始まる外国人支援

令和６年度

６月 助産師・保健師向け多文化対応力向上講座 イスラム教徒の妊産婦への支援を学ぶ

８月 医療関係者向け多文化対応力向上講座 医療現場で外国人住民を安心して受け入れるためのヒント



（参考）厚生労働省で紹介している研修
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「外国人患者受入れ情報サイト」より



【医療機関】今後の取組②
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②外国人患者を受け入れた際の個別問題（主に未収金や言語等）を相談できる
環境の整備や、好事例集等によって情報を得ることで解決につなげられないか

医療機関の個別問題を把握するため令和3年10月にアンケート調査を実施

対象６２機関中、35機関から回答を得た（回答率５２％）

課題

これまでの取組状況

今後の取組（案）

外国人向け

日本の医療システムや、
習慣を知る機会を創出す
る（既存サイト等の周知強
化）

医療機関向け

①希少言語通訳サービス等
を都度、周知する
②県制度の周知を強化する

③国が発信している情報を周
知する



希少言語通訳サービス
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厚生労働省では、民間サービスが少なく通訳者の確保が困難な希少言語に対して遠隔通訳サービスを
実施しているため、当該サービスを利用するよう案内していく。

厚生労働省委託事業「希少言語に対応した遠隔通訳サービス」



【県取組】外国籍県民対策費補助金
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県では、一定の条件のもと、相当の回収の努力をしたにもかかわらず弁済が行われない損失
医療費（未収金）に補助を行っている。当該補助制度の周知・利用を強化する。

医療機関 市町村 県

申請

補助

申請

市町村補助額の
1/2補助（上限あり）

市町村が補助する医療費の未収金の一部を県が補助

補助制度の概要



国が発信している情報①
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厚生労働省では、受診時の適切な説明を実施し、医
療費不払いの発生防止に取り組めるよう、医療機関
の受付窓口で活用できる簡易資料を作成しているた
め、当該資料を紹介する。

「受付で使える訪日外国人受診者対応簡易手順書」



国が発信している情報②
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「外国人患者受入れ情報サイト」

厚生労働省では、外国人患者対応や受入れ体制整備に役立
つ情報を発信しているため、サイトを紹介する。



【その他】今後の取組
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ワンストップ窓口は外国人や医療機関の需要に対応した事業内容
であるべき

国が実令和3年10月のアンケート調査で、国実施の医療機関等向け夜間・休日ワン
ストップ窓口の利用状況等を把握（対象６２機関中３５機関回答）

➡ 利用したことがある ０件

＜利用なしの理由＞相談する必要がなかった ２３件、存在を知らなかった １５件

相談できる内容ではなかった ６件、相談できる時間ではなかった ３件

国は、県に、平日昼間に窓口設置を求めているが、

国窓口を利用しなかった理由が「相談できる時間でなかった」が３件で、

「相談できる内容ではなかった」が６件となっておりニーズと合致しているのか疑問

➡国窓口の日中帯版を設置するのではなく、医療機関のニーズに合致した体制を
整備するため、今後も情報収集等を実施していく。

課題

これまでの取組状況

今後の取組（案）
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課題 取組案

① 日本の医療システムや、習慣を知る機会が少なく、トラ
ブルにつながっている

毎年度、市町村に既存サイト等の周知を依頼

② 外国人受入可能な医療機関の情報をより充実・容易に
検索可能にすべき

外国人→多言語に対応した医療機関検索が可能なサ
イトを紹介
支援者→引き続き、拠点病院の一覧を県ホームページ
に掲載し、医療機関の検索に役立てもらう

課題 取組案

① 外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関の質の確保
も必要（研修等の実施で向上）

各団体が実施する研修等への参加呼びかけ
研修アーカイブ動画等のサイト案内

② 外国人患者受入に係る未収金や言語等の個別問題対
応

外国人→日本の医療システムや、習慣を知る機会を創
出する（既存サイト等の周知強化）
医療機関→希少言語通訳サービス、県制度、国が発信
している情報の周知強化

１．外国人向け課題対応

２．医療機関向け課題対応

課題と取組案一覧



19

課題 取組案

ワンストップ窓口は外国人や医療機関の需要に対応し
た事業内容であるべき

・ 国窓口と同一機能の日中帯版窓口は設置しない
・ 医療機関のニーズ等の情報収集等を継続して実施

３．ワンストップ窓口課題対応

課題と取組案一覧



検討事項
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① 県の「今後の取組（案）」について

② 次回の外国人医療推進検討会議の開催について（今後の会議で特に
協議が必要な事項について）

【参考】神奈川県外国人医療推進検討会議設置要綱
（掌握事務）
（１）外国人患者が症状に応じて安心して医療機関を受診できる体制の整備に関すること
（２）外国人患者を受入れる拠点的な医療機関の整備等に関すること
（３）外国人医療に関するワンストップ窓口の整備等に関すること
（４）その他必要な事項


